






























続けている。たとえば，T. Parsons & R. F. Bales（1956 ＝ 2001）による機能主義的な子どもの社
会化論が日本に紹介されて以来，教育社会学の領域においては家族による子どもの社会化について





する社会構築主義的な分析（上野 1996；内田 2005）や，施設養護（田中 2009；西田編著 2011；藤








を論じる。以下では，S. Leitner（2003）の枠組みに日本の家族主義を位置づけた上で（第 2 節），
子育て支援政策と社会的養護政策とに家族主義がどのようにあらわれているのかについて指摘する





























































移行段階にあると捉えられるような動きもみられないわけではない。たとえば，2018 年 4 月には，
事業主拠出金を引き上げて施設型給付費等支給費用へ充当したり，特定教育や保育等を受ける場合
の利用者負担の上限額を引き下げることをうたった「子ども・子育て支援法施行令の一部を改正す











　まず，子育て支援政策にみられる家族主義をみていこう（4）。ここでは一例として，2017 年 4 月に
完全施行された改正児童福祉法・改正児童虐待防止法（以下，改正法）を取り上げる。この改正は







うか。次頁表 1 は，この「原理の明確化」を行うために実施された，児童福祉法第 1 条と第 2 条と


























































の権利条約に関する第 3 回報告書（2010 年 4 月）に対して，国連子どもの権利委員会が提出した








































施設数 138 か所 615 か所 46 か所 58 か所 232 か所 143 か所
登録世帯
11,405
定員 3,895 人 32,605 人 2,049 人 3,686 人 4,779 世帯 943 人 ―
































る。筆者が行った児童自立支援施設（調査期間：2012 年 5 月から 2013 年 6 月）や児童相談所（調
査期間：2015 年 4 月から現在）でのインタビュー調査，参与観察から得た知見にもとづき，その
点を示していこう。
（6）　里親数，FH ホーム数，委託児童数，乳児院・児童養護施設の施設数・定員・現員は福祉行政報告例（平成 29
年 3 月末現在），乳児院・児童養護施設以外の施設数，ホーム数（FH 除く），乳児院・児童養護施設以外の定員およ
び現員，小規模グループケア，地域小規模児童養護施設のか所数は家庭福祉課調べ（平成 28 年 10 月 1 日現在，施
設数，定員，現員は乳児院・児童養護施設を除く），職員数（自立援助ホームを除く）は，社会福祉施設等調査報告
（平成 28 年 10 月 1 日現在），自立援助ホームの職員数は家庭福祉課調べ（平成 28 年 3 月 1 日現在），児童自立支援
























































る。1 つは，いわゆる男性稼ぎ主モデルを前提として成立した「85 年体制」が 1990 年代以降も呪
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